
（平成２３年１０月１３日報道資料抜粋）

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 29 件

国民年金関係 5 件

厚生年金関係 24 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 31 件

国民年金関係 11 件

厚生年金関係 20 件

年金記録確認愛知地方第三者委員会分

年金記録に係る苦情のあっせん等について



愛知国民年金 事案 3157 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人は、申立期間のうち、平成４年７月から５年４月までの国民年金保険

料については、納付していたものと認められることから、納付記録を訂正する

ことが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 44年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成４年７月から５年４月まで 

             ② 平成 10年２月から 11年３月まで 

    私は、申立期間①については、会社退職後しばらく経過した平成４年 12

月頃に病院に行く必要が生じたので、国民健康保険と国民年金の加入手続を

行った。加入手続を行った時から保険料を納付すればよいかと思っていたが、

同年７月まで遡って納付する必要があることが分かり、それなら早く加入手

続を行えばよかったと思いながら保険料を納付した。申立期間②については、

別の会社を退職した後のことであるが、上記のことがあったため、直ちに加

入手続を行い保険料も納付していたので、申立期間について、国民年金保険

料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

１ 申立人は、平成４年７月１日付けで健康保険及び厚生年金保険の被保険者

資格を喪失していたものの、申立期間①に係る国民年金の加入手続について

は、同年 12 月頃に国民健康保険の加入手続を契機として遅れて行ったとし

ているところ、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手

帳記号番号は同年 12 月頃に払い出されており、これは申立人が加入手続を

行ったとする時期と一致している。 

また、申立人が申立期間①及び②を通じて居住していたＡ市の記録による

と、申立人は、平成４年 11月 26日に国民健康保険の加入手続とともに国民

年金の加入手続を併せて行っていたことが確認でき、これらは、申立人が加

入手続を行ったとする時期及び加入動機と符合しており、申立期間①に係る

加入手続に関する記憶に矛盾はみられない。 



さらに、申立人は、上記の加入手続の際に厚生年金保険被保険者資格を喪

失した平成４年７月１日まで遡って国民年金被保険者資格を取得している

ことから、申立期間①の保険料は現年度納付することが可能であったところ、

申立人は、申立期間①の保険料については、加入手続が遅かったためそれま

での保険料については遡って納付し、その後の保険料については納付書が届

くとＡ市役所又は金融機関で順次納付していたとしており、保険料の納付方

法及び納付場所に関しても具体的に記憶している。これらのことを勘案する

と、申立人が 10 か月と短期間である申立期間①について、国民健康保険料

と併せて国民年金保険料を納付したとしても不自然ではない。 

２ 申立期間②については、申立人は、申立期間①の加入手続が遅れたことも

あり、平成 10年２月 21日付けの健康保険及び厚生年金保険の被保険者資格

の喪失後、直ちに国民健康保険及び国民年金の加入手続を行ったとしている。 

しかしながら、申立人が所持する年金手帳によると、オンライン記録と同

様に申立人が申立期間①に係る国民年金被保険者資格の喪失（平成５年５月

21 日）後に当該資格を再び取得したのは 11 年 10 月１日とされており、申

立期間②に係る被保険者資格の取得及び喪失の記載はみられず、Ａ市の記録

においても、申立期間②に関しては、当該年金手帳と同様に国民年金の加入

手続が行われていた形跡は見受けられない。これらのことから、申立人は、

申立期間②については国民年金に未加入であり、保険料を納付することはで

きなかったものと考えられる。 

また、上記のことは、オンライン記録において申立人が平成 11 年８月時

点で申立期間②に係る国民年金への加入勧奨対象者とされていることから、

少なくともこの時点においても申立期間②についての加入手続が行われて

いなかったことがうかがわれる。 

さらに、申立人が申立期間②の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間②の保険料を納付してい

たことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

３ その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間のうち、

平成４年７月から５年４月までの国民年金保険料を納付していたものと認

められる。



愛知国民年金 事案 3158 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年７月から同年 12月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年７月から同年 12月まで 

    昭和 44 年７月に会社を退職しＡ市に転居した。同市役所で住民票の変更

届を提出しに行った際、国民年金に加入しなければならないことを教えても

らい、年金課の窓口で国民年金の手続を行った。どのように納付したのかは

っきりとした記憶は無いが、申立期間の国民年金保険料の納付があったこと

を認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間は６か月と短期間であり、申立人は申立期間を除き国民年金加入期

間（第３号被保険者期間を除く。）において国民年金保険料の未納は無く、国

民年金被保険者台帳によると、申立人は複数回にわたる転居の際も国民年金に

係る住所変更手続を適切に行っていることが確認できることから、保険料の納

付意識及び国民年金制度に対する関心は高かったものと考えられる。 

また、国民年金手帳記号番号払出補助簿及び申立人の後の国民年金手帳記号

番号の被保険者のオンライン記録における加入状況から、申立人の国民年金加

入手続は、昭和 44 年７月頃にＡ市で行われ、この手続の際に申立人は厚生年

金保険被保険者資格を喪失した同年７月に国民年金被保険者資格を取得した

ものとみられる。このことから、申立期間の保険料を同市において納付するこ

とは可能であり、上記のとおり、保険料の納付意識及び国民年金制度に対する

関心が高かった申立人が、６か月と短期間である申立期間の保険料を納付した

と考えても不自然ではない。 

さらに、申立期間直後の昭和 45 年１月から同年３月までの保険料について

は、当初未納とされていたが、国民年金被保険者台帳において当該期間の保険

料が納付済みとされていたことから、平成 22 年８月に納付記録の追加処理が

行われており、申立人の年金記録が適切に管理されていなかったことがうかが

われる。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。



愛知国民年金 事案 3159 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 61 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 41年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 61年７月から同年９月まで 

    時期ははっきり覚えていないが、母親がＡ市Ｂ区役所Ｃ支所で国民年金の

加入手続を行い、送られてきた納付書で国民年金保険料を納付してくれてい

た。申立期間の保険料を納付したことを示す資料は無いが、申立期間の保険

料が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間において国民年金保険料の未納

は無い上、申立期間は３か月と短期間である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳払出控によると、申立人の国民年金

手帳記号番号は、昭和 62 年７月２日にＡ市Ｂ区に払い出されており、同市の

国民年金被保険者名簿を見ると、受付記録欄に「受付年月日 63．１．９ 受

付書類名 新規」と記載されていることから、申立人の国民年金加入手続は

63年１月頃に行われ、この加入手続の際に資格取得日を遡って 61年＊月＊日

（20 歳到達時）とする事務処理が行われたものとみられる。この加入手続時

期を基準とすると、申立期間の保険料は過年度納付が可能であった。 

さらに、オンライン記録及びＡ市の国民年金被保険者名簿によると、申立期

間直後の昭和 61年 10 月から 62年３月までの期間及び同年 10月から 63年３

月までの期間の保険料は過年度納付されていることが確認できることから、母

親が過年度納付可能な申立期間の保険料を納付していたとしても不自然では

ない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



愛知国民年金 事案 3160 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 59 年７月から同年９月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 37年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 59年７月から同年９月まで 

    私が離婚して実家に戻ってきた時、父親がＡ町役場で離婚届出（昭和 59

年６月＊日）と同時に転入届出と国民年金の加入手続を行い、同町役場の課

長に会社を辞めた時からの保険料に未納期間が生じないよう手続を依頼し、

国民年金保険料を納付したはずである。保険料を納付したことを示す資料は

無いが、申立期間が未納とされていることは納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、複数回の住所変更手続を適切に行い、申立期間を除く国民年金加

入期間に保険料の未納は無い。納付記録を見ると、現年度納付できなかった期

間については全て過年度納付されており、免除期間については全て保険料が追

納され、10 年以上の期間について前納していることから、父親は申立人の国

民年金加入期間の保険料を完納するように努めていたことがうかがわれる。父

親自身も国民年金加入期間中に未納は無く、昭和 57 年４月以降は前納してい

ることから、父親の国民年金制度への関心及び国民年金保険料の納付意識は高

かったものとみられ、かつ、申立期間は３か月と短期間である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によれば、申立人の

国民年金手帳記号番号は昭和 60年 12月 27 日にＡ町に払い出されており（進

達は 61年２月）、申立人の国民年金加入手続はその頃に行われたものとみられ、

資格取得日は申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日である 59 年７月１日

（57年＊月＊日（20歳到達時）から平成 22年 12月 16日付けで厚生年金保険

被保険者資格喪失日へと訂正されている。）とされていることから、その加入

手続時期を基準とすると、申立期間を含む昭和 58年 10月から 60 年３月まで

の保険料は過年度納付が可能であった。 



さらに、父親は、申立人が会社を辞めた時からの国民年金保険料に未納が生

じないようＡ町役場の職員に手続を依頼したとしており、納付記録を見ると、

申立期間直後の昭和 59年 10月から 60年３月までは過年度納付されているこ

とが確認できることから、前述のとおり、納付意識及び年金制度への関心が高

かった父親が申立人の会社退職後となる申立期間の保険料も納付したものと

考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



愛知国民年金 事案 3161 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 37年６月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認められることから、納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和７年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 37年６月まで 

    国民年金の加入手続については、Ａ市Ｂ区の役場の人が自宅に来て、国民

年金に入っておいた方が得になるからと言われ、よく分からないまま夫と一

緒に手続を行った。私は、病気で記憶がとぎれがちとなり、国民年金保険料

をどのように納付したのかはっきり思い出せないが、最初の頃の保険料月額

は 100円ぐらいで次第に上がっていったと思う。保険料は、夫の分と一緒に

納付していたはずなのに、私の分のみ未納とされているので申立期間の保険

料を納付したことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間を除く国民年金加入期間において保険料の未納は無く、

複数年にわたり保険料を前納していることから、申立人の国民年金保険料の納

付意識は高かったことがうかがわれる上、申立期間は１年３か月と比較的短期

間である。 

また、申立人は、夫と一緒に加入手続を行い、夫の分と一緒に保険料を納付

していたとしているところ、国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

手帳記号番号は夫婦連番で昭和 44年 10月３日にＣ市に払い出されており、こ

れ以前に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当た

らないことから、その頃夫婦一緒に加入手続が行われ、その手続の際に夫婦共

に資格取得日を遡って 36 年４月１日とする事務処理が行われたものとみられ

る。この払出時期を基準とすると、申立期間は、特例納付実施期間中でなけれ

ば時効により保険料を納付することができないが、申立期間直後の 37 年７月

から 42年３月までは納付済みとされていることから、申立人は、加入手続後、

特例納付を利用して保険料を納付したと考えられ、申立人が一緒に保険料を納



付していたとする夫は、申立期間の保険料が納付済みとされている。 

さらに、国民年金被保険者台帳及びオンライン記録によると、申立人及びそ

の夫は、昭和 47 年度以降の国民年金加入期間において保険料を前納している

ことが確認でき、申立人は、夫の分と一緒に保険料を納付していたことがうか

がわれ、前述のとおり、納付意識の高かった申立人が夫の分のみ昭和 36 年４

月から保険料を納付し、納付可能であった自身の分を納付しなかったとは考え

難く、申立期間の保険料を納付していたものと考えても不自然ではない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の国民年金

保険料を納付していたものと認められる。 

 



愛知厚生年金 事案6465 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準報酬月額の記録については、申立期間のうち、平成11年10月

から12年９月までを24万円、同年10月から14年１月までを26万円に訂正する

ことが必要である。 

なお、事業主は、当該期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生

年金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付

する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成10年８月から14年１月まで 

申立期間の標準報酬月額が、給料明細書に記載されている保険料控除額

に見合う標準報酬月額より低額となっているので、適正なものに訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成12年12月及び13年１月については、申立人から提出

された給料明細書及び申立人の居住地を管轄するＡ税務署から提出された給

与所得の源泉徴収票により、申立人は、その主張する標準報酬月額（26万

円）に見合う厚生年金保険料を給与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間のうち、平成11年12月から12年11月まで及び13年２月から

14年１月までの期間については、上記給与所得の源泉徴収票により、申立人

は、その主張する標準報酬月額（11年12月から12年９月までは24万円、同年

10月、同年11月及び13年２月から14年１月までは26万円）に見合う厚生年金

保険料を給与から控除されていたことが認められる。 

さらに、申立期間のうち、平成11年10月及び同年11月については、複数の

同僚の証言及び申立人の主張から判断して、申立人は、当該期間においても

同一の定時決定期間に含まれる同年12月から12年９月までの期間と同額の標

準報酬月額（24万円）に見合う厚生年金保険料を給与から控除されていたも

のと推認できる。 



なお、事業主が申立人に係る平成11年10月から14年１月までの保険料を納

付する義務を履行したか否かについては、申立期間当時の事業主は、当時の

資料が無く不明と回答しているが、申立人から提出された給料明細書及びＡ

税務署から提出された給与所得の源泉徴収票により確認又は推認できる保険

料控除額に見合う標準報酬月額と、オンライン記録の標準報酬月額が長期間

にわたり一致していないことから、事業主は、当該給料明細書等により確認

又は推認できる保険料控除額に見合う標準報酬月額を届け出ず、その結果、

社会保険事務所(当時)は、当該標準報酬月額に基づく保険料について納入の

告知を行っておらず、事業主は、当該期間に係る保険料（訂正前の標準報酬

月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付する義務を履行していないと認

められる。 

一方、申立期間のうち、平成10年８月から11年９月までの期間については、

Ｂ社の当時の事業主は、「申立期間当時の資料が無いため、当時のことは分か

らない。」と回答しており、当該期間における申立人の給与支給額及び保険料

控除額について確認できない。 

また、申立期間当時の複数の同僚は、「当時の厚生年金保険の取扱いについ

ては、よく覚えていない。」と証言している上、いずれの同僚からも、当該期

間に係る給料明細書等の提出がないことから、当該期間におけるＢ社の厚生

年金保険の取扱いについて確認できない。 

このほか、当該期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料が給与から控除されていたことをうかがわせる関連資料及び周

辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が当該期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6466 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことが認められることから、申立人のＡ事業所における資格喪失

日に係る記録を昭和45年２月１日に訂正し、当該期間の標準報酬月額を６万

円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間①の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和22年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和45年１月31日から同年２月１日まで 

         ② 昭和45年11月27日から同年12月１日まで 

申立期間①については、Ａ事業所の命によりグループ企業のＢ社に転勤

したが、１日の空白も無く勤務した。しかし、厚生年金保険の記録は当該

期間が空白とされているので、当該期間について厚生年金保険被保険者と

して認めてほしい。 

申立期間②については、昭和45年11月25日にＢ社からの転勤の打診を断

り、月末まで勤務し退社する旨を了承された。月末まで仕事した後に寮を

退去したので、資格喪失日が同年11月27日となっているのは納得できない。

当該期間について厚生年金保険被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①については、Ａ事業所の当時の経理担当者を含む複数の同僚の

証言により、申立人は、同事業所及びグループ会社のＢ社に継続して勤務し

（Ａ事業所からＢ社に異動。）、当該期間に係る厚生年金保険料を事業主によ

り給与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人の異動日について確認できる資料等は無いが、戸籍の附票に

よると、申立人が昭和45年２月１日にＢ社の寮に転居した旨記録されている

とともに、申立人と一緒にＡ事業所からＢ社に異動したとする同僚が「昭和

45年１月末日までＡ事業所で働き、翌日、申立人と同じ電車で上京し、Ｂ社



に赴任した。」と証言していることから判断すると、申立期間①については、

Ａ事業所における資格喪失日に係る記録を訂正することが妥当である。 

また、申立期間①の標準報酬月額については、申立人に係るＡ事業所の健

康保険厚生年金保険被保険者名簿の昭和44年12月の記録から、６万円とする

ことが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、当時の資料は無く不明と回答しているが、事業主が資格喪失日を昭

和45年２月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれ

を同年１月31日と誤って記録することは考え難いことから、事業主が同日を

厚生年金保険の資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申立

人に係る同年１月の保険料について納入の告知を行っておらず（社会保険事

務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき保険料に充当し

た場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、申立人に係る申立期

間①の保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

申立期間②については、Ｂ社は、昭和46年６月１日に厚生年金保険の適用

事業所ではなくなっており、同社の当時の事業責任者は、「Ｂ社は、昭和46年

半ばに解散しており、当時の書類の保存は無い。」と証言していることから、

申立人の当該期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いについて確認で

きない。 

また、申立期間②当時、Ｂ社において厚生年金保険被保険者記録がある複

数の同僚は、「申立人は、昭和45年11月まで勤務していたが、月末まで在籍し

たかどうかまでは分からない。」旨証言している。 

さらに、雇用保険の記録によると、申立人のＢ社における離職日は、昭和

45年11月26日とされており、当該離職日の翌日は、厚生年金保険被保険者名

簿及びオンライン記録の被保険者資格喪失日と一致している。 

このほか、申立人の申立期間②における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間②に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6467～6471（別添一覧表参照） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、＜標準賞与額＞

（別添一覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  

基礎年金番号 ：  別添一覧表参照 

生 年 月 日 ：  

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ＜申立期間＞（別添一覧表参照） 

私は、Ａ社に勤務し、申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料を

控除されていたので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳及び同社の事務担当者の証言により、申立人

は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を事業主により控除されていた

ことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、賃金台帳において確認で

きる保険料控除額から、＜標準賞与額＞（別紙一覧表参照）とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認め

ていることから、これを履行していないと認められる。 

    

（注）同一事業主に係る同種の案件５件（別添一覧表参照） 



1/2

別紙　厚生年金あっせん一覧表

6467 男 昭和26年生 34万 2,000円

29万 3,000円

30万 5,000円

28万 6,000円

29万 7,000円

30万 円

31万 3,000円

29万 3,000円

30万 6,000円

6468 男 昭和28年生 35万 1,000円

29万 3,000円

30万 5,000円

28万 6,000円

29万 7,000円

30万 円

31万 3,000円

29万 3,000円

30万 6,000円

6469 男 昭和24年生 24万 4,000円

21万 5,000円

21万 円

19万 1,000円

18万 6,000円

17万 円

17万 6,000円

16万 6,000円

17万 2,000円

平成17年12月22日

申立期間（納付記録の訂正が必要な期間）及び標
準賞与額

平成16年12月20日

平成18年12月28日

平成19年８月５日

平成19年12月20日

平成20年８月５日

平成20年12月20日

平成18年８月５日

平成17年８月５日

平成16年12月20日

平成17年８月５日

平成17年12月22日

平成18年８月５日

平成18年12月28日

平成19年８月５日

平成19年12月20日

平成20年８月５日

平成20年12月20日

平成17年12月22日

平成18年８月５日

平成18年12月28日

平成19年８月５日

平成19年12月20日

平成16年12月20日

平成17年８月５日

生年月日事案番号 氏名 基礎年金番号 性別

平成20年12月20日

平成20年８月５日
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申立期間（納付記録の訂正が必要な期間）及び標
準賞与額

生年月日事案番号 氏名 基礎年金番号 性別

6470 男 昭和50年生 25万 4,000円

28万 6,000円

28万 6,000円

29万 7,000円

30万 円

34万 2,000円

31万 3,000円

33万 4,000円

6471 男 昭和44年生 19万 6,000円

24万 5,000円

24万 9,000円

平成20年８月５日

平成20年12月20日

平成19年12月20日

平成19年８月５日

平成19年12月20日

平成20年８月５日

平成20年12月20日

平成17年８月５日

平成17年12月22日

平成18年８月５日

平成18年12月28日



愛知厚生年金 事案6472～6476（別添一覧表参照） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額の記録については、＜標準賞与額＞

（別添一覧表参照）とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  

基礎年金番号 ：  別添一覧表参照 

生 年 月 日 ：  

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ＜申立期間＞（別添一覧表参照） 

私は、Ａ社に勤務し、申立期間に支給された賞与から厚生年金保険料を

控除されていたので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳及び同社の事務担当者の証言により、申立人

は、申立期間に係る賞与から厚生年金保険料を事業主により控除されていた

ことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準賞与額については、賃金台帳において確認で

きる保険料控除額から、＜標準賞与額＞（別紙一覧表参照）とすることが妥

当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る賞与の届出を社会保険事務所（当時）に提

出しておらず、当該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認め

ていることから、これを履行していないと認められる。 

    

（注）同一事業主に係る同種の案件５件（別添一覧表参照） 



1/2

別紙　厚生年金あっせん一覧表

6472 男 昭和44年生 24万 6,000円

26万 1,000円

23万 8,000円

９万 1,000円

19万 6,000円

９万 8,000円

24万 円

17万 3,000円

14万 円

6473 男 昭和48年生 27万 5,000円

26万 7,000円

24万 8,000円

24万 8,000円

21万 4,000円

10万 円

17万 9,000円

23万 4,000円

20万 8,000円

6474 男 昭和29年生 32万 4,000円

31万 7,000円

28万 6,000円

35万 2,000円

23万 2,000円

17万 2,000円

18万 円

12万 3,000円

24万 円

申立期間（納付記録の訂正が必要な期間）及び標準賞与
額

平成19年８月５日

平成19年12月20日

平成20年８月５日

平成20年12月20日

平成20年８月５日

平成20年12月20日

平成18年８月５日

平成18年12月28日

平成17年８月５日

平成17年12月22日

平成16年12月20日

平成18年12月28日

平成19年８月５日

平成19年12月20日

平成16年12月20日

平成17年８月５日

平成17年12月22日

平成18年12月28日

平成19年８月５日

平成19年12月20日

平成20年８月５日

平成20年12月20日

平成18年８月５日

平成16年12月20日

平成17年８月５日

生年月日事案番号 氏名 基礎年金番号 性別

平成17年12月22日

平成18年８月５日
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申立期間（納付記録の訂正が必要な期間）及び標準賞与
額

生年月日事案番号 氏名 基礎年金番号 性別

6475 男 昭和43年生 14万 2,000円

19万 4,000円

18万 2,000円

23万 8,000円

23万 円

28万 9,000円

30万 4,000円

31万 2,000円

27万 4,000円

6476 男 昭和45年生 11万 9,000円

23万 8,000円

33万 3,000円

37万 1,000円

35万 6,000円

32万 8,000円

31万 5,000円

32万 6,000円

平成19年８月５日

平成19年12月20日

平成20年８月５日

平成20年12月20日

平成20年12月20日

平成17年８月５日

平成17年12月22日

平成18年８月５日

平成18年12月28日

平成17年12月22日

平成18年８月５日

平成18年12月28日

平成19年８月５日

平成19年12月20日

平成20年８月５日

平成16年12月20日

平成17年８月５日



愛知厚生年金 事案6477～6481（別添一覧表参照） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることから、

申立期間に係る標準賞与額の記録を＜標準賞与額＞（別添一覧表参照）に訂

正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ：  

基礎年金番号 ：  （別添一覧表参照） 

生 年 月 日 ：  

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ＜申立期間＞（別添一覧表参照） 

私は、Ａ事業所に勤務し、申立期間に支給された賞与から厚生年金保険

料を控除されていたので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所から提出された賞与支払明細書により、申立人は、申立期間にお

いて、その主張する標準賞与額（＜標準賞与額＞（別添一覧表参照））に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る保険料を控除したものの、納付していない

ことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

    

（注）同一事業主に係る同種の案件５件（別添一覧表参照） 
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別紙　厚生年金あっせん一覧表

6477 男 昭和34年生 55万 円

45万 円

55万 円

45万 円

47万 円

45万 円

45万 円

57万 円

46万 円

49万 円

58万 円

6478 男 昭和45年生 30万 円

32万 円

32万 円

32万 円

33万 円

32万 円

32万 円

36万 円

33万 円

36万 円

37万 円

平成15年12月16日

申立期間（納付記録の訂正が必要な期間）及び標準賞
与額

平成16年３月12日

基礎年金番号 性別

平成15年12月16日

平成16年３月12日

生年月日事案番号

平成20年12月12日

平成16年12月17日

平成17年３月15日

平成17年７月20日

平成18年３月15日

平成19年３月15日

氏名

平成20年７月11日

平成16年12月17日

平成17年３月15日

平成19年12月14日

平成20年３月14日

平成20年７月11日

平成20年３月14日

平成17年７月20日

平成20年12月12日

平成19年12月14日

平成18年３月15日

平成19年３月15日
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申立期間（納付記録の訂正が必要な期間）及び標準賞
与額

基礎年金番号 性別 生年月日事案番号 氏名

6479 女 昭和48年生 ７万 円

20万 円

20万 円

18万 円

22万 円

18万 円

22万 円

18万 円

22万 円

22万 円

6480 男 昭和52年生 ５万 円

30万 円

6481 女 昭和45年生 16万 円

18万 円

17万 円

19万 円

18万 5,000円

平成19年12月14日

平成17年７月20日

平成20年７月11日

平成20年12月12日

平成20年３月14日

平成20年７月11日

平成16年３月12日

平成16年12月17日

平成17年３月15日

平成17年７月20日

平成19年３月15日

平成19年12月14日

平成20年３月14日

平成20年12月12日

平成19年３月15日

平成17年３月15日

平成15年12月16日



愛知厚生年金 事案6482 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①及び②について、その主張する標準賞与額に基づく

厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められるこ

とから、当該期間に係る標準賞与額の記録を25万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和41年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年12月16日 

         ② 平成16年３月12日 

         ③ 平成16年12月17日 

私は、Ａ事業所に勤務し、申立期間に支給された賞与から厚生年金保険

料を控除されていたので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所から提出された賞与支払明細書により、申立人は、申立期間①及

び②において、その主張する標準賞与額（25万円）に基づく厚生年金保険料

を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該期間に係る保険料を控除したものの、納付していない

ことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、当該期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間③については、Ａ事業所から提出された賞与支払明細書に

より、申立人が当該期間において、厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことは認められる。 

しかし、オンライン記録により、申立人は、当該賞与の支給日である平成

16年12月17日の９日後の同年12月26日にＡ事業所の厚生年金保険の被保険者



資格を喪失していることが確認できる。 

また、厚生年金保険の被保険者期間については、厚生年金保険法第19条第

１項の規定により、「被保険者期間を計算する場合には、月によるものとし、

被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月までをこれに

算入する。」とされており、当該被保険者期間に係る保険料については、同法

第81条第２項の規定により、「保険料は、被保険者期間の計算の基礎となる各

月につき、徴収するものとする。」とされている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

平成16年12月は、申立人が厚生年金保険の被保険者とはなり得ない月であり、

当該月に支給された賞与については、保険料の徴収の対象とはならないこと

から、申立人の申立期間③における標準賞与額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。 



愛知厚生年金 事案6483 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①、②、③、④、⑤及び⑥について、その主張する標

準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたこ

とが認められることから、当該期間に係る標準賞与額の記録を申立期間①は

28万円、申立期間②は31万円、申立期間③は30万円、申立期間④は31万円、

申立期間⑤は32万円、申立期間⑥は31万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和46年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 平成15年12月16日 

         ② 平成16年３月12日 

         ③ 平成16年12月17日 

         ④ 平成17年３月15日 

         ⑤ 平成17年７月20日 

         ⑥ 平成18年３月15日 

         ⑦ 平成19年３月15日 

私は、Ａ事業所に勤務し、申立期間に支給された賞与から厚生年金保険

料を控除されていたので、申立期間の標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所から提出された賞与支払明細書により、申立人は、申立期間①、

②、③、④、⑤及び⑥において、その主張する標準賞与額（申立期間①は28

万円、申立期間②は31万円、申立期間③は30万円、申立期間④は31万円、申

立期間⑤は32万円、申立期間⑥は31万円）に基づく厚生年金保険料を事業主

により賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、当該期間に係る保険料を控除したものの、納付していない

ことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、当該期間の標準賞



与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

一方、申立期間⑦については、Ａ事業所から提出された賞与支払明細書に

より、申立人が当該期間において、厚生年金保険料を事業主により賞与から

控除されていたことは認められる。 

しかし、オンライン記録により、申立人は、当該賞与の支給日である平成

19年３月15日の11日後の同年３月26日にＡ事業所の厚生年金保険の被保険者

資格を喪失していることが確認できる。 

また、厚生年金保険の被保険者期間については、厚生年金保険法第19条第

１項の規定により、「被保険者期間を計算する場合には、月によるものとし、

被保険者の資格を取得した月からその資格を喪失した月の前月までをこれに

算入する。」とされており、当該被保険者期間に係る保険料については、同法

第81条第２項の規定により、「保険料は、被保険者期間の計算の基礎となる各

月につき、徴収するものとする。」とされている。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

平成19年３月は、申立人が厚生年金保険の被保険者とはなり得ない月であり、

当該月に支給された賞与については、保険料の徴収の対象とはならないこと

から、申立人の申立期間⑦における標準賞与額に係る記録の訂正を認めるこ

とはできない。



愛知厚生年金 事案6484 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の標準賞与額の記録については、申立期間①は32万円、申立期間②

は31万円、申立期間③は30万3,000円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

  

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和22年生 

    住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成16年７月23日 

             ② 平成17年12月22日 

             ③ 平成18年12月25日 

申立期間について賞与が支給され、賞与明細書により、賞与支給額と厚

生年金保険料の控除額が確認できるので、標準賞与額の記録を訂正してほ

しい。  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された賞与明細書により、申立人は、申立期間①、②及び

③において31万円又は32万円の賞与が支給され、30万3,000円から32万円まで

の標準賞与額に見合う厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されてい

たことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準賞与額を決定し、これに基づき記録の訂正及び保険給付が行わ

れるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び申立人の賞

与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内であることから、これらの標準

賞与額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立人の標準賞与額については、賞与明細書において確認で

きる保険料控除額から、申立期間①は32万円、申立期間②は31万円、申立期

間③は30万3,000円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、事業主は、申立期間に係る保険料を控除したものの、納付していない

ことを認めていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間の標準賞

与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。



愛知厚生年金 事案6485 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額の記録については、平成20年４月は

36万円、同年５月から同年８月までは30万円、同年９月から同年12月までは

34万円、21年１月は32万円、同年２月は34万円、同年３月は22万円に訂正す

ることが必要である。 

なお、事業主が申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納付す

る義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和39年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成20年４月から21年３月まで 

入社当時は出来高払で給料をもらっていたが、平成19年５月から30万円

の手取り保証の約束で勤務していた。申立期間も当然30万円に見合う厚生

年金保険料を支払っていたものと思っていたが、ねんきん定期便に記載さ

れている標準報酬月額が、実際に支給された額と著しく異なっているので、

申立期間について、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与明細一覧により、申立人は、申立期間において、

22万円から38万円の標準報酬月額に基づく給与額が支給され、平成20年４月

は36万円、同年５月から同年８月までは30万円、同年９月から21年２月まで

は34万円、同年３月は26万円の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を事業

主により給与から控除されていたことが認められる。 

ただし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなる。 

したがって、申立期間の標準報酬月額については、給与明細一覧において



確認できる保険料控除額から、平成20年４月は36万円、同年５月から同年８

月までは30万円、同年９月から同年12月まで及び21年２月は34万円とし、給

与明細一覧において確認できる支給合計額から、同年１月は32万円、同年３

月は22万円とすることが妥当である。 

なお、事業主が申立期間に係る上記訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を納付する義務を履行したか否かについては、申立期間について、

給与明細一覧において確認できる保険料控除額又は給与額に見合う標準報酬

月額と、オンライン記録の標準報酬月額が一致していないものの、このほか

に確認できる関連資料及び周辺事情は無いことから、明らかでないと判断せ

ざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事業

主が申立てどおりの標準報酬月額に係る届出を社会保険事務所（当時）に行

ったか否かについては、これを確認できる関連資料及び周辺事情が無いこと

から、行ったとは認められない。 



愛知厚生年金 事案6486 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除さ

れていたことが認められることから、Ａ社における申立人の被保険者記録の

うち、申立期間に係る資格喪失日（昭和32年４月19日）及び資格取得日（35

年４月１日）を取り消し、申立期間の標準報酬月額を32年４月から同年９月

までは5,000円、同年10月から35年３月までは6,000円とすることが必要であ

る。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名  ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和15年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和32年４月19日から35年４月１日まで 

私は、Ａ社で昭和31年４月から35年２月上旬の結婚まで住み込みで働き、

その後も出産後の36年５月中頃まで継続して働いた。途中で仕事内容が変

わったことは無い。しかし、厚生年金保険の記録が無い期間があることに

納得がいかない。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、健康保険厚生年金保険被保険者名簿では、Ａ社において昭和31

年８月21日に厚生年金保険の被保険者資格を取得し、32年４月19日に同資格

を喪失後、35年４月１日に同社において同資格を再度取得しており、32年４

月から35年３月までの申立期間に係る被保険者記録が無い。 

しかし、健康保険厚生年金保険被保険者名簿において申立期間にＡ社の厚

生年金保険被保険者であったことが確認できる複数の同僚は、申立人が申立

期間に同社に継続して勤務し、業務内容等の変更も無かった旨証言している。 

また、当時の経理担当者は、「Ａ社では、女性の従業員は、事務員の二人を

除いて工員だった。工員に特別な種類は無く、特別に厚生年金保険料を控除

しない扱いもなかった。」と証言しているとともに、当時の上司は、「Ａ社で



は、女性の従業員は、全て厚生年金保険に加入し、保険料を控除されていた

と思う。」と証言している。 

これらを総合的に判断すると、申立人は、申立期間においてＡ社に継続し

て勤務し、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められる。  

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ社における健康保

険厚生年金保険被保険者名簿の昭和32年３月及び35年４月の記録及び同僚の

記録から、32年４月から同年９月までは5,000円、同年10月から35年３月まで

は6,000円とすることが妥当である。  

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、Ａ

社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、当時の事業主とも

連絡が取れないため、申立人の厚生年金保険の取扱いについて確認できない

が、事業主から申立人に係る被保険者資格の喪失届や取得届が提出されてい

ないにもかかわらず、社会保険事務所（当時）がこれを記録することは考え

難いことから、事業主が社会保険事務所の記録どおりの届出を行っており、

その結果、社会保険事務所は、申立人に係る申立期間の保険料について納入

の告知を行っておらず（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その

後に納付されるべき保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含

む。）、事業主は、申立期間に係る保険料を納付する義務を履行していないと

認められる。 



愛知厚生年金 事案6487 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額（150万円）に基づ

く厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる

ことから、申立期間の標準賞与額に係る記録を150万円に訂正する必要がある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を

納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立ての要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和22年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成17年９月26日 

Ａ社で支給された役員賞与のうち、平成17年９月支給分が、賞与から厚

生年金保険料を控除されているにもかかわらず、標準賞与額の記録が無い。

このため、申立期間について、標準賞与額の記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された賃金台帳の写しにより、申立人は、申立期間において、

その主張する標準賞与額（150万円）に基づく厚生年金保険料を事業主により

賞与から控除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、事

業主は、申立てに係る賞与支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておら

ず、保険料も納付していないとしていることから、社会保険事務所は、申立

期間の標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



愛知厚生年金 事案6504 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認められる

ことから、申立期間に係る脱退手当金の支給記録を訂正することが必要であ

る。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ：  女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ：  昭和18年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ：  昭和34年９月７日から41年８月４日まで 

私は、Ａ社Ｂ支店を退職後、すぐに別の仕事に就いた。脱退手当金の手

続はしておらず、受け取った記憶も無いので、厚生年金保険の被保険者と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金は、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失

日（昭和41年８月４日）から約１年７か月後の43年２月28日に支給決定され

たこととなっており、事業主が申立人の委任を受けて代理請求したとは考え

難い。 

また、脱退手当金を支給する場合、本来、過去の全ての厚生年金保険被保

険者期間をその計算の基礎とするものであるが、申立期間の前後の被保険者

期間についてはその計算の基礎とされておらず、未請求となっているところ、

申立人が支給決定日以前の３回の被保険者期間のうち、最初に勤務した事業

所の被保険者期間及び支給日の直近の被保険者期間を失念するとは考え難い。 

さらに、申立人は、脱退手当金の支給決定日から約３か月後の昭和43年６

月５日に別の事業所に再就職し、厚生年金保険の被保険者となっていること

を踏まえると、申立人がその当時、脱退手当金を請求する意思を有していた

とは認め難い。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給したとは認められない。 

 



愛知国民年金 事案 3162 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和63年11月から平成３年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 43年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 63年 11月から平成３年３月まで 

    申立期間は大学生であり、母親から任意加入ではあったが 20 歳になった

ので将来のために私の国民年金保険料を納付していると聞いていた。母親は

亡くなっており、加入手続や保険料納付についての詳細は不明で立証するこ

とはできないが、母親はうそをつくような人ではないので、申立期間の保険

料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続及び保険料納付に直接関与しておらず、これ

らを行ったとする母親は既に亡くなっていることから、申立期間に係る加入手

続及び保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、申立人及びその妻は、母親から申立人が 20歳（昭和 63年＊月）にな

ったので、申立人の加入手続を行い、保険料を納付していると聞いていたとし

ているが、国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによれば、申立人に国民

年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない上、オンライン記録にお

いても、申立人が国民年金に加入していた事実は確認できない。このため、申

立人は申立期間において、国民年金に未加入であり、母親は保険料を納付する

ことができなかったものと考えられる。 

さらに、戸籍の附票によると、申立人は、大学生になったとする昭和 62 年

４月に住民票をＡ市からＢ市に移し、Ａ市に住民票を戻したのは平成２年３月

であり、その後３年３月にはＣ市に移していることが記載されている。国民年

金の加入手続及び保険料納付は、制度上、住民票のある市町村で行うこととさ

れていることから、申立期間のうち、申立人がＢ市に居住していた昭和 63 年

11 月から平成２年２月までの期間及びＣ市に居住していた３年３月について



は、Ａ市に居住していた母親がＢ市及びＣ市で申立人の加入手続及び保険料納

付を行っていたとは考え難い上、申立人は、国民年金の納付書を母親に渡した

記憶は無いとしている。 

加えて、申立期間当時に申立人が居住していたＢ市、Ａ市及びＣ市のいずれ

においても、申立人に係る国民年金の記録は存在しない。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 



愛知国民年金 事案 3163 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 49年８月から同年 12月までの期間及び 52年７月から 54年５

月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと認めることは

できない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 17年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 49年８月から同年 12月まで 

             ② 昭和 52年７月から 54年５月まで 

    申立期間の国民年金加入手続は私が行い、国民年金保険料については、妻

が区役所の集金人に毎月納付してくれていた。 

保険料の納付の事実が確認できるものは何も無いが、申立期間について、

保険料の納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金被保険者台帳（マイクロフィルム）及びオンライン記録によると、

申立期間①及び②はいずれも申立人が厚生年金保険被保険者資格を喪失した

後の期間であり、その都度、申立人が国民年金被保険者資格を取得しているこ

とは確認できる。 

しかしながら、申立人は、申立期間①については、妻が妻自身の分と一緒に

保険料を納付していたとしているところ、妻も申立人同様に未納とされている。 

また、申立人は、申立期間①及び②のいずれについても、妻が毎月Ａ市の区

役所の集金人に保険料を納付しており、保険料は月額 1,000円ぐらいであった

としているところ、ⅰ）同市における保険料の徴収は、３か月ごとに行われて

いたこと、ⅱ）同市の集金人制度は昭和 53 年度末をもって廃止されているた

め、申立期間②のうち昭和 54 年４月及び同年５月については集金人に保険料

を納付することはできなかったこと、ⅲ）申立人の主張する保険料月額は、申

立期間①の保険料とはおおむね一致するものの、申立期間②の保険料とは乖離
か い り

していることから、申立人の主張とは相違する点がみられる。 



さらに、申立人の国民年金被保険者台帳における昭和 53年度の備考欄に「納

付書送付」の記載が確認でき、これは当該年度に納付されなかった保険料につ

いて、社会保険事務所（当時）が過年度保険料として納付書を作成した場合に

記載されるものであることから、少なくとも申立期間②のうち同年度の保険料

については当時未納であったと考えられる上、過年度保険料は国庫金となり、

Ａ市では、集金人が徴収することはなかったとしていることから、集金人以外

に申立期間の保険料を納付したことはないとしている妻が、当該過年度納付書

を用いて保険料を納付したとも考え難い。 

加えて、昭和 50 年度以降の納付状況が確認できるＡ市の国民年金情報検索

システムにおいても、申立期間②の保険料については、オンライン記録同様、

未納とされている。 

このほか、妻が申立期間①及び②の保険料を納付していたことを示す関連資

料（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間①及び②の保険料を納付

していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3164 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 11年 10月から 12年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 47年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成 11年 10月から 12年３月まで 

    平成 11 年 10 月に会社を退職し、12 年４月から次の会社に入社した。入

社して２、３か月後に、国民年金保険料の納付書が社会保険事務所（当時）

から届いたので、私がＡ市Ｂ区役所Ｃ支所で７万円弱を納付した。申立期間

の保険料を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金の加入手続については記憶に無いが、平成 12 年４月に

会社に入社した２、３か月後に申立期間の納付書が社会保険事務所から届いた

ので、Ａ市Ｂ区役所Ｃ支所で７万円弱を納付したとしているところ、申立人に

係る同市の国民年金受付記録によると、申立期間の国民年金被保険者資格の取

得及び喪失手続は12年５月22日に窓口で受け付けられていることが確認でき

ることから、この頃に申立期間の加入手続が行われたものとみられる。このた

め、この加入手続時点を基準とすると、申立期間の保険料は過年度保険料とし

て遡って納付することは可能であった。 

しかしながら、ⅰ）Ａ市では、申立人が保険料を納付したとするＢ区役所Ｃ

支所内の窓口で過年度保険料（国庫金）を収納することはなかったとしている

こと、ⅱ）申立期間の保険料額は７万 9,800円であること、ⅲ）申立人は、申

立期間の納付書の形状について、「形は横長でたしか切り取り線が入って、納

付するとその一部を領収書として返してもらうものだったと思う。」と述べて

いるが、当時の国民年金保険料の過年度納付書様式は３枚複写であり、納付す

ると３枚目を領収証書として本人に渡していたことから、申立人の記憶と相違

する。 

また、申立期間当時には、年金記録管理業務のオンライン化、電算による納



付書作成、領収済通知書の光学式文字読取機（ＯＣＲ）による入力等、事務処

理の機械化が進み、記録漏れ、記録誤り等が生ずる可能性は少なくなっている

と考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3165 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 39年４月から同年 10月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 39年４月から同年 10月まで 

    年金事務所で確認したところ、両親については、昭和 39 年４月から国民

年金保険料を納付していたことを知った。当時、同居していた私も当然一緒

に国民年金に加入し、保険料を納付してくれていたものと思い調査してもら

ったところ、加入及び納付の確認ができなかったとの回答であった。両親は

おそらく役所の職員に言われて国民年金に加入したと思うが、既に他界して

いるので詳しいことは分からない。当時の田舎の人の考えでは、家族一人を

残しての加入は考えられないことから、申立期間について、国民年金保険料

を納付していたことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間に係る国民年金の加入手続及び保険料の納付に直接関与

しておらず、これらを行ったとする両親は既に他界していることから、申立期

間の加入手続及び保険料の納付状況の詳細をうかがい知ることはできない。 

また、国民年金手帳記号番号払出簿検索システム及びオンライン記録による

と、申立人に対してこれまでに国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらないほか、申立人が申立期間当時居住していたＡ市においても、申立人

が国民年金に加入していた事実が確認できないことから、申立期間は、国民年

金に未加入となり、両親は申立人の保険料を納付することができなかったもの

と考えられる。 

さらに、申立人は、両親については国民年金に加入し、申立期間に係る保険

料を納付しているにもかかわらず、自身については国民年金への加入及び申立

期間に係る保険料を納付していないこととされていることに疑問を抱いてい

るが、上記払出簿検索システム及びオンライン記録によると、両親については、



国民年金手帳記号番号が昭和 39 年５月４日に連番で払い出されており、同年

４月から被保険者資格を取得し、保険料が納付されていることが確認できる。

これに対し、申立人については、上記のとおり、両親とは状況が異なり、国民

年金に加入した形跡は見当たらないことから、両親が国民年金に加入し、申立

期間の保険料を納付していたことをもって、申立人に係る保険料が納付されて

いたとは推認し難い。 

加えて、両親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確定

申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをう

かがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3166 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成２年 10月及び同年 11月の国民年金保険料については、納付し

ていたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 29年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年 10月及び同年 11月 

    私は、役所を退職（平成２年 10 月）後しばらくして、Ａ市役所から私た

ち夫婦宛てに申立期間の保険料の督促状が届いたので、妻と一緒に同市役所

に出向き、窓口で二人分の保険料を納付した。定かでないが、１か月分の保

険料は一人当たり４、５千円だったと思う。申立期間について、妻は納付済

みとされているにもかかわらず、自分だけが未納とされていることは納得で

きない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、役所を退職（平成２年 10 月）後しばらくして、Ａ市役所から申

立期間に係る夫婦宛ての督促状が届いたので、同市役所で夫婦二人分の申立期

間の保険料を納付したとしているものの、オンライン記録及び同市の国民年金

の参考記録によれば、妻は申立人が共済組合の資格を喪失した同年 10 月 24

日に国民年金第３号被保険者から第１号被保険者に種別変更され、申立人が厚

生年金保険被保険者資格を取得した同年 12 月１日に再び第３号被保険者に種

別変更されているが、この事務処理が社会保険事務所（当時）で行われたのは

３年８月 23日であること、及び申立期間に係る妻宛ての納付書が同年８月 26

日に作成され、その後過年度納付されていることが確認できる。一方、申立人

は、国民年金の加入手続を行ったことや加入手続後に交付される年金手帳の受

領についての記憶は無いとしている上、保険料を月額一人当たり４、５千円納

付したとしているが、申立期間当時の保険料月額は一人当たり 8,400円である

ことから、申立人の申立期間の加入手続及び保険料納付状況の記憶は曖昧であ

る。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによれ



ば、申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない

上、申立人が申立期間当時住民登録をしていたＡ市においても、申立人が国民

年金に加入し申立期間の保険料を納付していた記録は存在しないなど、申立人

が申立期間において国民年金に加入していた事実を確認できない。このため、

申立期間は国民年金に未加入となり、申立人は、申立期間の保険料を納付する

ことはできなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（確

定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことを

うかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3167 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 45年６月から 53年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 45年６月から 53年３月まで 

    私の国民年金の加入手続や保険料の納付は亡くなった父親に任せていた。

父親は厳格な性格であり、母親からは｢私たち夫婦の分やあなたの分を間違

いなく納付していた。｣と聞いている。両親は納付期限までにきちんと保険

料を納付しており、私の保険料も同様に納付したと確信している。納付を証

明するものは無いが、申立期間の保険料が未納とされていることに納得でき

ない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び申立期間の国民年金保険料の納付に直接関

与しておらず、これらを行ったとする父親は既に死亡しており、加入手続及び

申立期間の保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は昭和53年６月30日にＡ町において夫婦連番で払い出

されており、前後の任意加入者の資格取得日から同年９月頃に国民年金の加入

手続が行われたものとみられ、これ以前に申立人に対して国民年金手帳記号番

号が払い出された形跡は見当たらないことから、その頃に初めて申立人の国民

年金加入手続が行われ、この加入手続の際に資格取得日を遡って 45 年＊月＊

日（20 歳到達日）とする事務処理が行われたものとみられる。この加入手続

時期を基準とすると、申立期間のうち、同年６月から 51 年６月までの期間は

時効により保険料を納付することはできない。 

さらに、前述の加入手続時期を基準とすると、申立期間のうち、昭和 51 年

７月から 53 年３月までの期間は過年度納付が可能であったものの、申立期間



の保険料納付状況の詳細は不明である上、オンライン記録、国民年金被保険者

台帳及びＡ町の国民年金被保険者名簿によると、申立期間はいずれも未納とさ

れており、これら記録に齟齬
そ ご

は無く、不自然な点は見受けられないことから、

父親が申立期間の保険料を過年度納付したとまでは推認し難い。 

加えて、申立人と同時期（昭和 53 年９月頃）に加入手続を行ったとみられ

る妻は、その加入手続の際に資格取得日を遡って 49年＊月＊日（20歳到達日）

とする事務処理が行われたものとみられ、妻のオンライン記録、国民年金被保

険者台帳及びＡ町の国民年金被保険者名簿によると、同年２月から 53 年３月

までの期間は未納とされている。 

このほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料

（確定申告書、家計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたこ

とをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3168(事案 284の再申立て) 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 36年４月から 41年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和８年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 36年４月から 41年３月まで 

    当時、私が夫婦の国民年金保険料を集金人に納付していた。当初、夫は

150円、私は 100円を毎月納付していたが、すぐに保険料が上がった覚えが

ある。当時、国民年金手帳は無く領収書をもらっていたが、その領収書は現

在無い。そのほか納付の事実が確認できる資料は無いが、申立期間について

保険料の納付があったことを認めてほしいという申立内容で、第三者委員会

に申立てを行ったが、平成 20 年７月に申立期間の国民年金保険料を納付し

ていたものと認めることはできないとの通知を受けた。 

今回、国民年金手帳に、「資格取得 昭和 36年４月１日 資格喪失 昭和

60 年９月２日」と記載されていることから、この資格取得日から保険料を

集金人に納付していた。申立期間当時は、国民年金手帳を所持していなかっ

たが、私が集金人に納付し受け取った領収書は、現在所持する昭和 50 年度

の領収書と同じものであったことを思い出した。申立期間について保険料の

納付があったことを認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間に係る申立てについては、ⅰ）申立人の国民年金手帳記号番号の払

出時期（昭和 41年４月 13日）を基準とすると、申立期間の一部は時効となり、

申立期間当時、国民年金に未加入となることから保険料を集金人に納付するこ

とはできないほか、別の国民年金手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情は見当たらないこと、ⅱ）申立人は、国民年金保険料が 100円の時か

ら納付しており、すぐに保険料が上がった覚えがあると主張しているが、申立

期間中の国民年金保険料は 100円のままで上がっておらず、保険料が 100円か

ら 200円に上がったのは 42年１月からであることから、申立人の主張とは相



違すること、ⅲ）申立人が居住していたＡ市で集金による保険料納付が開始さ

れたのは、37年 11月以降であり、申立期間の初期においては集金人に納付す

ることはできず、申立期間当時は国民年金手帳の交付は無かったとするなど、

申立内容に不自然な点が見受けられること等から、既に当委員会の決定に基づ

く平成20年７月24日付け年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われて

いる。 

今回の再申立てにおいて、申立人は、国民年金手帳に、「資格取得 昭和 36

年４月１日 資格喪失 昭和 60 年９月２日」と記載されていることから、こ

の資格取得日から保険料を集金人に納付していたとしており、申立期間当時は、

国民年金手帳を所持していなかったが、集金人に申立期間の保険料を納付し受

け取った領収書は、現在所持する昭和 50 年度の領収書と同じものであったこ

とを新たに思い出したので、申立期間について保険料の納付があったことを認

めてほしいとしているところ、ⅰ）申立人が所持する昭和 41年４月 13日発行

の国民年金手帳には、「資格取得 昭和 36 年４月１日 被保険者の種別 強 

資格喪失 昭和 60年９月２日、 資格取得 昭和 60年 11月 26日 被保険者

の種別 強 」と記載されているが、この記載は、国民年金制度上、国民年金

被保険者の資格記録が記載されているものであり国民年金保険料が納付され

たことを示すものではないこと、ⅱ）申立人が集金人に申立期間の保険料を納

付し受け取った領収書は、現在所持する 50 年度の領収書と同じものであった

としているところ、Ａ市では、国民年金保険料は 36年４月から 37 年 10月ま

では区役所窓口で取り扱い、同年 11 月からは３か月ごとに集金人（国民年金

推進員）が徴収し、その納付方法は国民年金手帳に印紙を貼付する印紙検認方

式（36年度から 49年度まで）で、納付書方式（規則検認）は、50年４月から

であったとしていることから、申立人の申立期間の保険料納付方法に係る記憶

とは相違しており、この申立人の主張内容は、申立期間の保険料を納付したこ

とをうかがわせる新たな事情とは認められない。 

また、前述のとおり、申立人の国民年金手帳記号番号払出時期（昭和 41 年

４月 13 日）を基準とすると、申立期間のうち、39 年１月から 41 年３月まで

の保険料は過年度納付が可能であったものの、申立人は、申立期間の保険料は

集金人に納付したとしているが、Ａ市では、過年度保険料は取り扱っておらず、

集金人（国民年金推進員）に過年度納付することはできなかったとしており、

申立人も保険料を遡ってまとめて納付した覚えは無いとしていることから、当

該期間の保険料を過年度納付したことをうかがわせる事情を見いだすことは

できないなど、これは委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情とは認めら

れず、そのほかに委員会の当初の決定を変更すべき新たな事情は見当たらない

ことから、申立人は、申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認める

ことはできない。 



愛知国民年金 事案 3169 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成５年２月から７年２月までの国民年金保険料については、免除

されていたものと認めることはできない。 

また、申立人の平成８年１月から９年２月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 48年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成５年２月から７年２月まで 

             ② 平成８年１月から９年２月まで 

    私は、時期は覚えていないが、母親が大学生当時住んでいたＡ市に郵送で

私の国民年金の加入手続を行ってくれたと思う。申立期間①当時は、学生だ

ったので、免除申請の手続を行ったと思う。申立期間②は、申請免除とされ

ているが、Ｂ市にあるＣ郵便局の私の口座から国民年金保険料を毎月引き落

とししていた。申立期間①の保険料が申請免除とされていないこと、及び申

立期間②の保険料が申請免除とされており、納付とされていないことに納得

できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び保険料免除申請手続に直接関与しておらず、

これらを行ったとする母親は、申立人の加入手続時期、加入手続方法、免除申

請手続時期及び申請免除承認通知の受領の有無に関する記憶は無く、加入手続

及び免除申請手続状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによる

と、申立人の国民年金手帳記号番号は、平成８年２月 15 日にＡ市で払い出さ

れていることから、その頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、この

加入手続において、資格取得日を遡って５年＊月＊日（20 歳到達時）とする

事務処理が行われたものとみられる。このことは、申立人が所持する年金手帳

の記載内容とも符合している。このため、この加入手続時期を基準とすると、

申立人は、申立期間①当時において国民年金に未加入であったものとみられ、



遡って前年度以前である申立期間①の保険料を免除申請することはできなか

ったものとみられる。 

さらに、オンライン記録及びＡ市が保管する国民年金記録照会のいずれも、

申立期間①は未納とされており、これら記録に齟齬
そ ご

は無く、不自然な点は見受

けられない。 

加えて、申立期間②については、申立人は、Ｂ市にあるＣ郵便局の自身の口

座から、国民年金保険料を毎月引き落とししていたとしているところ、Ａ市で

は、郵便局における国民年金保険料の窓口収納取扱とともに自動振込を開始し

たのは、平成９年４月１日からとしていることから、申立期間②の保険料を郵

便局の口座から引き落としすることはできなかったものとみられる。 

その上、オンライン記録の免除記録欄によると、「該当/申請 平８.２.29 

始期―終期 平８.１―平８.３ 種別 全」、「該当/申請 平８.５.31 始期

―終期 平８.４―平９.２ 種別 全」と記録されている。このことは、Ａ市

が保管する国民年金記録照会及びＢ市が保管する国民年金被保険者名簿のい

ずれも、申立期間②は、申請免除とされており、これら記録に齟齬
そ ご

は無く、不

自然な点は見受けられない。 

このほか、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は

見当たらない上、申立期間①の保険料を免除されていたこと及び申立期間②の

保険料を納付していたことを示す関連資料（日記、家計簿等）は無く、ほかに

申立期間①の保険料を免除されていたこと及び申立期間②の保険料を納付し

ていたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が平成５年２月から７年２月までの国民年金保険料を免除されて

いたものと認めることはできない。また、申立人が８年１月から９年２月まで

の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

 



愛知国民年金 事案 3170 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成４年５月から７年２月までの国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男（死亡） 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 20年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成４年５月から７年２月まで 

    亡き夫の国民年金の加入手続については分からないが、申立期間当時、郵

送された納付書により、私が金融機関で夫の保険料を毎月納付していた。私

の家計簿に、平成６年７月及び同年９月から７年３月までの８か月は、国民

年金保険料と国民健康保険料の合計額と思われる金額の記載がある。申立期

間について、保険料を納付した記録が無いとされていることは納得できない。 

（注）申立ては、死亡した申立人の妻が、申立人の納付記録の訂正を求めて

行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の妻は、申立期間に係る国民年金加入手続に直接関与しておらず、こ

れを行ったとする申立人は既に死亡しているほか、妻は、申立期間当時、郵送

された納付書により、金融機関で申立人の国民年金保険料を毎月納付していた

としているものの、申立期間の保険料の納付金額については覚えていないとし

ていることから、申立人の申立期間に係る国民年金加入手続及び保険料納付状

況の詳細は不明である。 

また、申立人の妻は、申立人の申立期間の国民年金保険料を納付したことを

示す資料として、家計簿の写しを提出し、この家計簿には、平成６年７月及び

同年９月から７年３月までの８か月は、国民年金保険料と国民健康保険料の合

計額と思われる記載があると主張している。この家計簿の写しを見ると、妻が

主張するとおり、内訳を「国民保険」若しくは「国保」又は「保険」として各

月３万 2,000円余りが計上された８か月が確認できるが、申立人の分として納

付した国民健康保険料額は不明であることから、これら計上額の中に国民年金

保険料が含まれているとまでは推認できない上、申立期間のうち、４年５月か



ら５年４月までについては家計簿の保管が無く、申立期間のうち、同年５月か

ら６年６月までの 14 か月及び同年８月については、家計簿はあるものの、前

述の８か月と同様の記載が見当たらない。 

さらに、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿検索システムによ

れば、申立人の国民年金被保険者資格取得日は、基礎年金番号導入（平成９年

１月）後の 13 年２月１日とされており、基礎年金番号導入前に申立人に対し

て国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見当たらない。このことは、申

立人が居住していたＡ市において、申立期間に係る申立人の加入及び納付記録

が存在しないこととも符合する。このため、申立期間は国民年金に未加入であ

り、申立人の妻は、申立人の申立期間の保険料を納付することはできなかった

ものとみられる。 

加えて、Ａ市が保管する「国保資格 世帯資格情報照会」によると、申立人、

妻及び子供が国民健康保険に加入したのは、平成６年４月 30 日とされている

ものの、申立人は、７年３月１日に社会保険に加入したことにより、同年３月

２日に国民健康保険の被保険者資格を喪失したこととされているが、妻及び子

供は、その後も国民健康保険に加入していることが確認できる。このため、申

立人が厚生年金保険の被保険者資格を取得した同年３月以降についても、家計

簿に内訳を「国民保険」等とする計上額があり、これら計上額が前述の８か月

の計上額を下回っているのは、国民健康保険料額が下がったことによるものと

みられる上、同年５月以降の計上額と前述の８か月の計上額との差額は、平成

６年度の国民年金保険料月額（１万 1,100円）とは相違していることから、家

計簿に記載されている「国民保険」等の内訳は、国民健康保険料のみを計上し

たものであった可能性が高い。 

このほか、申立人の妻が提出した家計簿のほかに、申立期間の国民年金保険

料を納付したことを示す関連資料（確定申告書等）は無く、ほかに申立期間の

保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3171 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の昭和 44年１月から 49年３月までの国民年金保険料については、納

付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 44年１月から 49年３月まで 

    私は、父親から、私が 20歳になった昭和 44年＊月頃、Ａ市Ｂ区役所で国

民年金の加入手続を行い、国民年金保険料も納付してくれていたと聞いてい

る。申立期間の保険料を納付していたことを示す資料は無く詳細は覚えてい

ないが、申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、国民年金加入手続及び申立期間の国民年金保険料納付に直接関与

しておらず、これらを行ったとする父親は既に死亡していることから、申立人

の加入手続及び申立期間の保険料納付状況の詳細は不明である。 

また、オンライン記録及び国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の

国民年金手帳記号番号は、昭和 51年 11月 25日にＡ市Ｂ区で払い出されてお

り、これ以前に申立人に対して国民年金手帳記号番号が払い出された形跡は見

当たらないことから、その頃に初めて申立人の国民年金加入手続が行われ、こ

の加入手続において、資格取得日を遡って 44年＊月＊日（20歳到達時）とす

る事務処理が行われたものとみられる。このことは、同市が保管する申立人の

国民年金被保険者名簿及び申立人が所持する年金手帳の記載内容とも符合す

る。このため、申立人は、申立期間当時、国民年金に未加入であったものとみ

られる上、この手帳記号番号払出時期を基準とすると、申立期間の保険料は時

効により納付することはできなかったものとみられる。 

さらに、オンライン記録及びＡ市の申立人の国民年金被保険者名簿の納付記

録共に申立期間は未納とされており、これら記録に齟齬
そ ご

は無く、不自然な点は

見受けられない。 

加えて、父親が申立期間の保険料を納付したことを示す関連資料（家計簿等）



は無く、ほかに申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知国民年金 事案 3172 

 

第１ 委員会の結論 

   申立人の平成 16年 10月及び 17年２月の国民年金保険料については、納付

していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和 51年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 平成 16年 10月 

             ② 平成 17年２月 

    私の年金記録を見ると、会社退職後、再就職するまでの５か月間のうち、

平成 16年 11月から 17年１月までの３か月間は納付済みとされており、16

年10月及び17年２月は未納とされている。納付済みの３か月間については、

18 年 12 月 12 日に納付されているとの説明を年金事務所で受けた。詳細は

覚えていないが、申立期間の国民年金保険料は、先ほどの３か月を納付した

ときに一緒にコンビニエンスストアか金融機関で一括納付したと思う。申立

期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料は送付されてきた納付書で平成 16 年

12 月から 17 年１月までの保険料を納付した 18 年 12 月 12 日に一緒にコンビ

ニエンスストアか金融機関で納付したとしているところ、加入手続場所、加入

手続時期及び保険料の納付金額については、覚えていないとしていることから、

申立人の加入手続及び申立期間の保険料納付状況の記憶は曖昧である。 

また、オンライン記録によると、申立人は、厚生年金保険被保険者資格を喪

失した平成 16年 10月１日付けで第１号・第３号被保険者取得勧奨者とされ、

同年 12 月に申立人に対して第１号・第３号被保険者取得勧奨状が送付された

こととされている。その後、未加入期間国年適用勧奨状が送付され、17 年３

月 24 日には「勧奨関連対象者一覧」がＡ市に送付されていることが確認でき

ることから、申立人の国民年金加入手続は、同年３月 24 日以降に行われたも

のとみられ、この加入手続の際に、遡って厚生年金保険被保険者資格喪失日の

16 年 10 月１日を資格取得日及び 17 年３月１日を資格喪失日とする事務処理



が行われたものとみられる。申立人は、申立期間を含む 16年 10月から 17年

２月までの保険料を一括納付したと主張する 18年 12月 12日時点では、申立

期間①の保険料は既に時効が成立しており、納付することはできない上、オン

ライン記録によると、19 年２月８日に申立人に対して申立期間②の納付書が

作成・送付されていることが確認できる。 

さらに、申立人が申立期間の保険料を納付したとする時期は、年金記録管理

業務のオンライン化、電算による納付書作成、領収済通知書の光学式読取機（Ｏ

ＣＲ）による入力等、事務処理の機械化が進み、記録漏れ、記録誤り等が生ず

る可能性は少なくなっていると考えられる。 

加えて、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿等）は無く、ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる

周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断す

ると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることは

できない。 

 



愛知厚生年金 事案6488 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和３年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和20年７月１日から21年７月１日まで 

             ② 昭和21年９月25日から23年１月１日まで 

             ③ 昭和25年１月１日から26年１月１日まで 

私は、昭和20年７月１日にＡ事業所に入社し、25年12月31日に退職する

まで継続して勤務していたので、申立期間について、厚生年金保険の被保

険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間について、オンライン記録によると、申立人のＡ事業所における

厚生年金保険被保険者期間は、昭和21年７月１日から同年９月25日までの期

間及び23年１月１日から25年１月１日までの期間とされているが、申立人は、

「昭和20年７月１日にＡ事業所に入社し、25年12月31日に退職するまで、レ

ンズを磨く仕事で、継続して勤務していた。」と主張している。 

しかし、Ａ事業所は、昭和25年１月１日に厚生年金保険の適用事業所では

なくなっており、当時の事業主は、既に死亡している上、当該事業主の長男

（申立期間当時は小学生ないし中学生。）は、「当時の社会保険関係の資料が

無く、厚生年金保険関係のことは何も分からない。」と証言している。 

申立期間①について、Ａ事業所の同僚の証言及び申立人の同事業所の火災

に関する具体的な主張から判断して、入社日は特定できないものの、申立人

が、昭和21年１月頃から同事業所に勤務していたことはうかがえる。 

しかし、複数の同僚は、「当時、Ａ事業所では、試用期間があった。試用期

間がどれぐらいだったかまでは覚えていない。」旨証言しており、申立期間当

時のＡ事業所においては、入社後直ちに厚生年金保険の被保険者資格を取得

させていなかった状況がうかがえる。 



申立期間②について、Ａ事業所の複数の同僚は、「申立人がＡ事業所に勤務

していたことは覚えているが、申立期間②においても引き続き勤務していた

かどうか、一旦、退職したことがあるのかどうかについては、覚えていな

い。」旨証言しており、申立人の当該期間における継続勤務について証言が得

られない。 

申立期間③について、Ａ事業所は、昭和25年１月１日に厚生年金保険の適

用事業所ではなくなっており、当該期間において、同事業所が適用事業所で

あった記録は確認できない。 

また、Ａ事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿及びオンライン記録

において、申立人と同じ昭和25年１月１日に、被保険者資格を喪失している

同僚は、「自分は、昭和25年１月１日以降も、Ａ事業所に勤務した。しかし、

その当時、事業所から、従業員数が５人を下回ることになったので、厚生年

金保険に加入しないことになったと聞いた。だから、当該期間においては、

厚生年金保険料は控除されていなかったと思う。なお、申立人が、いつまで

勤務したのかまでは、覚えていない。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間①、②及び③における勤務実態及び厚生年金

保険料の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①、②及び③に係る厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6489 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間において、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年２月１日から47年３月１日まで 

私は、昭和46年２月から57年10月までＡ社に勤務した。 

しかし、年金記録を確認したところ、Ａ社における厚生年金保険被保険

者資格の取得日は昭和47年３月１日となっており、46年２月１日から47年

３月１日までの期間の記録が無いことが分かった。 

源泉徴収票により、社会保険料が控除されていることが確認できるので、

申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出された給与支払報告書及び昭和47年分給与所得の源泉徴収

票、申立人がＡ社の後に勤務したＢ社から提出された人事記録並びに申立期

間当時のＡ社における社会保険事務の担当者の証言により、申立人は、申立

期間において同社に勤務し、申立期間のうち、46年２月１日から同年12月31

日までの期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていた

ことが推認される。 

しかし、事業所別被保険者名簿及びオンライン記録によると、Ａ社は、昭

和47年３月１日に厚生年金保険の適用事業所となっており、申立期間におい

て適用事業所であった記録が確認できない上、申立人が同社に入社した時に

既に在籍していた同僚として名前を挙げた２人は、申立期間に係る被保険者

記録が無く、申立人と同様に、同社が適用事業所となった日（同年３月１

日）に、揃
そろ

って被保険者資格を取得していることが確認できる。 

また、上記の社会保険事務の担当者は、「申立人が入社してきた頃は、申立

人を含めて３人しか従業員がいなかったので、厚生年金保険の適用事業所の



届出を行わなかったのかもしれない。その後、従業員数が増えて、強制適用

の要件（常時５人以上）に該当したため届出を行ったと思うが、いつごろ従

業員が５人以上になったのかということまでは分からない。」と証言しており、

申立期間当時のＡ社は、従業員数が常時５人以上とされる当時の厚生年金保

険の強制適用事業所となる要件を満たしていなかったものと考えられる。 

さらに、申立人から提出された昭和47年分給与所得の源泉徴収票によると、

同年の社会保険料は７万4,569円であったことが確認できるところ、当該保険

料は、申立人の同年３月から同年12月までのオンライン記録の標準報酬月額

（９万8,000円）に基づき算出された厚生年金保険料、健康保険料及び雇用保

険料の合計額とおおむね一致することから、申立期間のうち、同年１月１日

から同年２月29日までの期間については、申立人の給与から厚生年金保険料

が控除されていたとは考え難い。 

加えて、Ａ社は、昭和62年８月１日に厚生年金保険の適用事業所ではなく

なっており、申立期間当時の事業主は既に死亡している上、上記の社会保険

事務担当者は、「当時の厚生年金保険料の取扱いについては、覚えていな

い。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除及び当時のＡ

社の従業員数が５人になった時期について確認できる関連資料及び周辺事情

は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6490 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和21年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和42年８月から45年８月まで     

年金記録を確認したところ、申立期間の標準報酬月額が、それ以前に比

べて低くなっていることが分かった。 

Ａ社に勤務していた期間においては、減給は一度も無かったと思うので、

申立期間の標準報酬月額を適正なものに訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、「申立期間当時の給与額及び厚生年金保険料の控除額が確認でき

る賃金台帳等の資料は保管していない。しかし、労働組合が発行していた資

料により、申立期間当時、賞与の支給回数が、年４回から３回に変更された

ことが分かった。賞与支給回数の変更に伴い、賞与額が標準報酬月額の計算

対象から除外されることになったため、標準報酬月額が低くなったものと考

えられる。」と回答している。 

また、当時の厚生年金保険法では、第３条第１項第３号及び第４号におい

て、「支給回数が年４回以上の賞与は報酬に含め、４回未満の賞与は報酬に

含めず保険料賦課の対象とされない。」と規定されていた。 

さらに、申立人と同時期にＡ社Ｂ支店において厚生年金保険被保険者資格

を取得し、昭和42年８月時点において被保険者記録が認められる女性同僚全

11人の標準報酬月額は、それぞれ被保険者期間が同一でないものの、申立人

の標準報酬月額と比べて、その額及び推移に特段の差異は認められない上、

いずれも申立人と同様に、同年８月の改定時に標準報酬月額が引き下げられ

ていることが確認できる。 

加えて、オンライン記録及びＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名

簿の申立人の標準報酬月額に、遡って訂正された形跡は見当たらない。 



このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6491 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

  

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間  ： 昭和38年８月から45年９月まで 

年金記録を確認したところ、申立期間の標準報酬月額が、支給されてい

た給与額よりも低いと思うので、適正な記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、「申立期間当時の社会保険関係の資料を保管していないため、保険

料控除額等について確認できない。」と回答しており、申立人の申立期間にお

ける給与額及び保険料控除額について確認できない。 

また、申立人と生年月日及び厚生年金保険被保険者資格取得日が近い複数

の同僚の標準報酬月額は、被保険者期間が同一ではないものの、申立人の標

準報酬月額と比べて、その額及び推移に特段の差異は認められないことから、

申立人の標準報酬月額のみが不自然とされる状況はうかがえない。 

さらに、申立期間当時、Ａ社において厚生年金保険被保険者記録が認めら

れる同僚が保管していた給料支払明細書（昭和42年11月から43年４月まで及

び44年７月の７か月分）によると、保険料控除額に見合う標準報酬月額はオ

ンライン記録の標準報酬月額と一致していることが確認できる上、申立期間

当時の複数の同僚に照会しても、当時の同社における厚生年金保険の取扱い

について証言が得られない。 

加えて、オンライン記録及びＡ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者原

票の申立人の標準報酬月額に、遡って訂正された形跡はうかがえない。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6492 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和９年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和31年１月１日から38年３月１日まで 

② 昭和43年10月１日から51年10月１日まで 

私は、昭和26年の春からＡ組合に加入しているＢ店に勤務し、店主と結

婚した後は、家族従業員としてずっと働いた。当時の資料は無いが、厚生

年金保険料は、65歳まで中断することなく納めていたので、申立期間につ

いて、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、厚生年金保険被保険者台帳により、申立人は、Ｂ店

が加入していたＡ組合において昭和31年１月１日に厚生年金保険の被保険者

資格を喪失していることが確認できるところ、同店に勤務していた同僚は、

「申立人は、結婚（昭和31年２月＊日）した後、すぐに子供ができて家事が

中心になったので、一時期、申立人に替わって、その妹が仕事をしていた。」

と証言しており、申立人の当該期間における勤務実態について確認できない。 

申立期間②について、厚生年金保険被保険者原票により、申立人は、Ａ組

合において昭和43年10月１日に厚生年金保険の被保険者資格を再び喪失して

いることが確認できるところ、当時の同組合の事務担当者は、「Ｂ店は、ずっ

と同じ場所で営業していた。しかし、時期ははっきりしないが、自主流通米

制度の開始に伴い組合が組織変更した昭和40年代半ば頃、一度、組合を退会

した記憶がある。その退会していた間は、同店に対する社会保険料の徴収

（集金）を中止していたと思う。」と証言している。 

また、当時のＡ組合において被保険者記録に欠落期間が確認できる複数の

者は、各店はそれぞれ独立した事業なので同組合への加入は時代とともに強

制ではなくなっていった旨証言している。 



さらに、Ｂ店は、「昭和50年頃、転居した際に、古い書類は全て処分し

た。」と回答しており、当時の事務全般を行っていたとされる事業主は、既に

死亡している上、Ａ組合は、平成14年４月１日に厚生年金保険の適用事業所

ではなくなり、既に解散していることから、申立期間①及び②における厚生

年金保険料の控除等について確認できない。 

このほか、申立期間①及び②に係る申立人の勤務実態及び厚生年金保険料

の控除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6493 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和25年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成６年10月から７年７月まで 

申立期間の標準報酬月額は32万円と記録されているが、私は、Ａ社にお

いて、給与が38万円に昇給してから退職するまで減額された記憶は無いの

で、申立期間について、標準報酬月額を38万円に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、申立期間当

時の同社の事業主は既に他界している上、同社解散時の事業主は、「申立期間

当時の賃金台帳等は保管しておらず、給与から控除していた厚生年金保険料

額は分からない。」と回答している。 

また、Ａ社が委託していた社会保険労務士及び税理士並びに申立人の居住

地を管轄する税務署及び申立人の居住地の市町村は、いずれも申立人の申立

期間に係る給与関係書類を保管していないため、申立人の申立期間に係る給

与の支給額及び厚生年金保険料の控除額について確認できない。 

さらに、オンライン記録を見ても、申立人の申立期間における標準報酬月

額が遡及して訂正された形跡は認められない。 

このほか、申立期間について、申立人の主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が申立期間において、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6494 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和16年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和40年２月28日から同年３月１日まで 

私は、Ａ社を昭和40年２月28日に退職したが、申立期間について厚生年

金保険被保険者記録が無いので、調査の上、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社解散時の代表取締役は、「申立人に係る資料を保管しておらず、資格

喪失に関する届出の状況は不明である。」と回答している上、申立期間当時

の事業主及び事務担当者は既に他界しているため、申立人に係る申立期間の

勤務実態及び厚生年金保険料の控除について確認できない。 

また、申立期間に厚生年金保険被保険者記録のある同僚に照会しても、申

立人の退職日など勤務実態に関する具体的な証言は得られない。 

さらに、申立人は、「Ａ社の所定休日は、毎週日曜日であった。」と証言

しており、オンライン記録によると、申立人の資格喪失日の前後５年間にお

いて資格喪失している同僚は63人、このうち月末に資格喪失している者が10

人確認できるところ、当該10人のうち、申立人と同様に日曜日の資格喪失者

は３人みられるものの、月曜日の資格喪失者はみられず、申立人が月末の日

曜日に資格喪失していることについて特段の不自然さがうかがえないことか

ら、Ａ社は申立人の最終出勤日である昭和40年２月27日（土曜日）の翌日

（日曜日）を資格喪失日として届け出たことがうかがえる。 

このほか、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6495 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

また、申立人は、申立期間②に係る脱退手当金を受給していないものと認

めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和35年４月頃から36年８月頃まで 

             ② 昭和40年１月11日から45年２月21日まで 

申立期間①について、Ａ社及びＢ事業所に勤務していたが、厚生年金保

険の被保険者記録が無いので、厚生年金保険の被保険者として認めてほし

い。 

申立期間②について、これまでにも数回社会保険事務所（当時）で脱退

手当金の支給記録があることは聞いていたが、今回、確認はがきをもらっ

た。脱退手当金が支給された記憶は無いので、当該期間について、脱退手

当金支給済みの記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が記憶している所在地に当該期間当時、Ａ社

が存在していたことは確認できるものの、同社が厚生年金保険の適用事業所

であった記録が確認できない。 

また、商業登記簿により、Ａ社は、昭和48年５月に解散していることが確

認できるところ、同社の事業主及び申立人が支配人であったと記憶する者を

含む取締役は、いずれも他界しているか本人を特定できない上、申立人は、

同社における同僚等の氏名を覚えていないことから、申立人の同社における

勤務実態等について確認できない。 

さらに、申立人が記憶している所在地に申立期間①当時、Ｂ事業所が存在

していたことは確認できるものの、同事業所が厚生年金保険の適用事業所で

あった記録が確認できない。 



加えて、Ｂ事業所に係る商業登記簿は保管が無く、申立人は、同事業所に

おける事業主、上司、同僚等の氏名を覚えていないことから、申立人の同事

業所における勤務実態等について確認できない。 

なお、申立人は、申立期間①におけるＡ社及びＢ事業所での勤務期間につ

いて、「はっきり覚えていない。」と述べている。 

このほか、申立人の申立期間①における勤務実態及び厚生年金保険料の控

除について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

申立期間②について、当該期間に係る脱退手当金の請求書類として提出さ

れた申立人の脱退手当金裁定請求書には、申立期間当時の申立人の住所が記

載され、昭和45年４月14日にＣ社を管轄する社会保険事務所（当時）に提出

されており、当該社会保険事務所では、脱退手当金支給決定伺を作成して決

裁を得るなど裁定手続を行っていることが確認できる。 

また、申立人の脱退手当金裁定請求書と支給決定日が申立人と同日の同僚

の同裁定請求書が同一人の筆跡であると考えられることから、事業主による

代理請求がなされた可能性が考えられる。 

さらに、申立人の申立期間②に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票に

は、脱退手当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、当

該期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和45年５

月８日に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

このほか、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手

当金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間②に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6496 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和24年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成10年10月から11年９月まで 

申立期間の標準報酬月額は、前後の期間(20万円)に比べ、低額な18万円

と記録されているが、申立期間前後において、給与額に大きな変動は無か

ったと記憶しているので、適正な記録に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社から提出された給与明細書により、申立人は、申立期間のうち、平成

10年12月から11年９月までの期間において、19万円から20万円までの標準報

酬月額に見合う給与が支給されていることが認められる。 

しかし、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保険

給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保険料額及び

申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内であることから、

これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定することとなるところ、

Ａ社から提出された給与明細書に記載されている当該期間に係る保険料控除

額に見合う標準報酬月額は、オンライン記録の標準報酬月額と一致している

ことが確認できる。  

また、申立期間のうち、平成10年10月及び同年11月については、Ａ社は当

該期間の給与明細書を保管しておらず、当該期間における申立人の給与額及

び保険料控除額について確認できない。 

このほか、申立期間について、申立人が主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことを確認できる関連

資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、



申立人が申立期間について、その主張する標準報酬月額に基づく厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

なお、申立期間当時、厚生年金保険法では、毎年５月から７月までの３か

月間に支払われた報酬の総額をその期間の月数で除して得た額を報酬月額と

して、標準報酬月額を決定し、その年の10月から翌年９月までの標準報酬月

額とすることとされており、Ｂ銀行から提出された預金記録によると、平成

10年５月に申立人に支払われた給与が、その前後の月に比べて低額であった

ことが認められることから、申立期間に係る標準報酬月額が、その前後の期

間（20万円）と比べて低額（18万円）になったものと考えられる。



愛知厚生年金 事案6497 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和14年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和29年４月１日から31年２月１日まで 

私は中学を卒業してすぐにＡ社に入社したが、厚生年金保険の被保険者

記録は昭和31年２月１日資格取得となっている。申立期間について、厚生

年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社は、昭和31年６月29日に厚生年金保険の適用事業所でなくなっている

上、同年９月＊日に解散しており、当時の事務担当者は、既に死亡している

ことから、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除に

ついて確認できない。 

また、当時の同僚は、「私は、Ａ社で５年ぐらい勤務していたが、退職する

前の６か月しか厚生年金保険の被保険者記録が無い。また、私の妻も同社で

勤務していたが、入社してから１年以上も被保険者記録が無いので、同社で

は入社してすぐには厚生年金保険には入れてもらっていない。」と証言してい

る上、別の同僚は、「私は、入社して６か月ぐらいしてから厚生年金保険の資

格を取得している。」と証言していることから、Ａ社では、必ずしも入社と同

時に厚生年金保険被保険者資格を取得させてはいなかったことがうかがえる。 

さらに、Ａ社に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿の申立期間におけ

る健康保険の整理番号に欠番は見られない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたことを認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6498 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和15年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和34年１月から35年12月１日まで 

申立期間は、Ａ事業所に勤務していた。私より１年近く遅れて入社した

同僚が、私より先の昭和35年８月25日から厚生年金保険の被保険者となっ

ており、私に記録が無いのは納得できない。申立期間に同事業所の厚生年

金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ事業所に勤務していた複数の同僚の証言から判断して、入社時期は特定

できないが、申立期間当時、申立人が同事業所に勤務していたことがうかが

える。 

しかし、Ａ事業所において厚生年金保険の被保険者となっている複数の同

僚の記憶する入社時期と厚生年金保険の資格取得日には、３か月から３年２

か月の空白期間があることから、申立期間当時、同事業所は、入社と同時に

厚生年金保険の被保険者資格を取得させる取扱いを励行していなかったこと

がうかがえる。 

また、Ａ事業所は、既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっており、

事業主は死亡しているため、申立期間における厚生年金保険の取扱いについ

て確認できない。 

さらに、Ａ事業所の申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者名簿に

申立人の名前は無く、被保険者整理番号に欠番も無い。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6499 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和21年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和46年２月１日から同年７月１日まで 

私は、昭和40年３月１日にＡ社に入社し、47年10月９日に退職するまで

途中退社、異動、休職等もなく、継続して勤務していた。 

しかし、厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、申立期間の厚

生年金保険被保険者記録が空白となっていることが分かった。 

保険料控除が証明できる資料は無いが、Ａ社に継続して勤務していたの

で、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録により、申立人は、Ａ社を昭和46年１月31日に離職してい

ることが確認できるところ、当該離職日の翌日は、厚生年金保険被保険者資

格の喪失日と一致していることが確認できる。 

また、雇用保険の記録により、申立人は、Ａ社で昭和46年７月１日に再び

当該資格を取得していることが確認できるところ、当該資格取得日は、厚生

年金保険被保険者資格の再取得日と一致していることが確認できる。 

さらに、Ａ社は既に適用事業所ではなく、申立期間当時の事業主も死亡し

ているため、申立人の申立期間に係る勤務実態及び厚生年金保険の取扱いに

ついて確認できない。 

加えて、当時のＡ社の事務担当者は、「申立人のことは記憶しているが、申

立期間に勤務していたかどうか、その時にどのような手続をしたかは、覚え

ていない。」と証言している。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6500 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和48年３月31日から同年４月１日まで 

私は、昭和46年４月１日から48年３月31日までＡ社に勤務していたが、

厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、同年３月が記録の空白期

間となっていることが分かった。 

厚生年金保険料を控除されていたことを証明する資料は無いが、申立期

間にＡ社に勤務していたので、申立期間ついて、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人から提出されたＡ社発行の在職証明書（平成23年３月30日付け）及

び昭和48年３月31日付けの辞令により、申立人が申立期間に同社に勤務して

いたことが推認できる。 

しかし、Ａ社は、「在職証明書は、資料や記録が残っていないため、当時

在籍していた複数の職員の証言を基にして発行した。また、申立期間当時の

賃金台帳等、厚生年金保険料の控除について確認できる関連資料は残ってい

ない。」と回答している。 

また、オンライン記録によると、Ａ社において昭和51年３月31日までに厚

生年金保険の被保険者資格を喪失している申立人を含む17人は、月末に資格

を喪失している者が10人、月半ばに資格を喪失している者が７人であり、月

初めに資格を喪失している者はいないことが確認できる。 

さらに、雇用保険の記録によると、申立人は、Ａ社を昭和48年３月30日に

離職しており、当該離職日の翌日は、厚生年金保険の被保険者資格喪失日と

一致している。 

このほか、申立人の申立期間における厚生年金保険料の控除について確認

できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。



愛知厚生年金 事案6501 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和11年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和33年８月10日から35年４月１日まで 

私は、昭和33年８月10日から36年１月までＡ社に勤務していたが、厚生

年金保険の被保険者記録を確認したところ、このうち、申立期間について

厚生年金保険の被保険者記録が無いことが分かった。保険料控除が証明で

きる資料は無いが、申立期間に同社に勤務していたので、申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ社における複数の同僚の証言から判断して、入社時期は特定できないが、

申立期間当時、申立人が同社に勤務していたことがうかがえる。 

しかし、複数の同僚は、「申立期間当時は、入社しても、すぐに厚生年金保

険には加入させてもらえなかった。」と証言しており、当時のＡ社は、入社と

同時に厚生年金保険の被保険者資格を取得させる取扱いを励行していなかっ

たことがうかがえる。 

また、Ａ社は既に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている上、申立

期間当時の事業主は所在が明らかでなく、申立人の入社時期及び申立期間に

係る厚生年金保険の取扱いについて確認できない。 

このほか、申立人の申立期間における勤務実態及び厚生年金保険料の控除

について確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6502 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和８年生 

住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和35年５月９日から37年４月１日まで 

② 昭和37年４月21日から40年11月21日まで  

私は、脱退手当金が支給されたことになっているが、脱退手当金をもら

った覚えは無いので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の脱退手当金の請求書類として提出された脱退手当金裁定請求書

には、「40．12．23支払済」の押印が認められ、脱退手当金裁定伺が作成され

ているなど、社会保険事務所（当時）では適正に裁定手続を行っていること

が確認できる。 

また、脱退手当金の請求に係る関係書類（「厚生年金保険の脱退手当金裁定

について」）には、脱退手当金の支給を希望する旨の申立人の署名及び押印が

認められることを踏まえると、申立人の意思に基づき脱退手当金が請求され

たものと考えられる。 

さらに、申立期間に係る健康保険厚生年金保険被保険者原票には、脱退手

当金の支給を意味する「脱」の表示が記されているとともに、脱退手当金は、

支給額に計算上の誤りは無く、申立期間②に係る厚生年金保険被保険者資格

喪失日から約１か月後の昭和40年12月23日に支給決定されているなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない上、申立人から聴取しても受給した記

憶が無いというほかに脱退手当金を受給していないことをうかがわせる事情

は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6503 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和10年生 

住 所 ：  

   

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和27年９月20日から34年２月１日まで 

私は、Ａ社での勤務期間に係る脱退手当金が支給されたことになってい

るが、脱退手当金をもらった覚えは無い。申立期間について、厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の厚生年金保険被保険者台帳には脱退手当金の算定のために必要と

なる標準報酬月額等を厚生省（当時）から当該脱退手当金の裁定庁に回答し

たことが記録されている上、申立期間の脱退手当金は、支給額に計算上の誤

りは無く、申立期間に係る厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後

の昭和34年４月24日に支給決定されており、一連の事務処理に不自然さはう

かがえない。 

また、申立人の脱退手当金が支給された時期は通算年金通則法施行前であ

り、20年以上の厚生年金保険被保険者期間が無ければ年金は受給できなかっ

たことから、申立期間の事業所を退職後､厚生年金保険の被保険者期間が無い

申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。  



愛知厚生年金 事案6505 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和５年生 

    住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和21年11月２日から22年11月30日まで 

私は、今回「確認はがき」が届いて初めて脱退手当金のことを知った。

受け取った記憶は無いので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の申立人に係る厚生年金保険被保険者台帳（旧台帳）の保険給付

欄には脱退手当金が支給されたことを示す記載がある上、申立期間に係る申

立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日から約３か月後の昭和23年２月23日

に支給決定されているなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人の脱退手当金が支給決定された当時は通算年金通則法施行前

であり、申立人が脱退手当金を受給することに不自然さはうかがえない上、

申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金を受給し

ていないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6506 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和２年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和38年７月９日から44年12月１日まで 

私は、Ａ社を退職後に脱退手当金が支給されたこととなっているが受給

した記憶は無い。申立期間について、厚生年金保険の被保険者として認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の健康保険厚生年金保険被保険者名簿には脱退手当金の支給を意味

する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は支給額

に計算上の誤りは無く、一連の事務処理に不自然さはうかがえない。 

また、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当金

を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6507 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏 名 ： 女 

    基礎年金番号 ：  

    生 年 月 日 ： 昭和10年生 

    住 所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和26年４月５日から27年４月16日まで 

私は、Ａ社退職後とＢ社退職後の２回の脱退手当金については支給され

た記憶がある。しかし、Ｃ社Ｄ支店の退職後に脱退手当金は支給されてい

ないので、申立期間について厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間と申立人が受給を認めているＡ社の被保険者期間は、オンライン

記録上、合算して脱退手当金が支給されたこととなっているところ、当該合

算支給に係る脱退手当金は、厚生年金保険被保険者資格喪失日から約２か月

半後の昭和37年12月18日に支給決定されているほか、Ｃ社Ｄ支店の厚生年金

保険被保険者台帳には同年11月１日に脱退手当金算出のために必要となる標

準報酬月額等を社会保険庁（当時）から当該脱退手当金を裁定した社会保険

事務所（当時）に回答したことが記録されており、Ａ社の厚生年金保険被保

険者台帳には、Ｃ社Ｄ支店の厚生年金保険被保険者記録を照会したことが推

認できる「Ｃ社Ｄ支店 照会」の記載がある上、申立期間を含む脱退手当金の

支給額に計算上の誤りは無いなど、一連の事務処理に不自然さはうかがえな

い。 

また、申立人から聴取しても申立期間を含む脱退手当金を受給したことを

疑わせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 



愛知厚生年金 事案6508 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めること

はできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏 名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和16年生 

住 所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和34年３月５日から35年３月４日まで 

② 昭和35年５月４日から39年３月21日まで 

厚生年金保険の被保険者記録を確認したところ、申立期間については脱

退手当金が支給されているため、厚生年金保険の支給対象とはならないこ

とが分かった。 

しかし、私は、脱退手当金を受給した記憶は無いので、申立期間につい

て、厚生年金保険の被保険者として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人の申立期間に係る最終事業所の健康保険厚生年金保険被保険者名簿

において、申立人の厚生年金保険被保険者資格喪失日の前後２年以内に資格

喪失した受給資格のある女性７人の脱退手当金の支給記録を確認したところ、

５人に支給記録があり、そのうち４人が資格喪失日から約１年以内に脱退手

当金の支給決定がなされていることから、申立人についてもその委任に基づ

き事業主による代理請求がなされた可能性があったものと考えられる。 

また、申立人の健康保険厚生年金保険被保険者原票には脱退手当金の支給

を意味する「脱」の表示が記されているとともに、申立期間の脱退手当金は、

支給額に計算上の誤りは無く、厚生年金保険脱退手当金支給報告書によると、

昭和40年２月19日に支給決定し、同年３月５日に支給されているなど、一連

の事務処理に不自然さはうかがえない。 

さらに、申立人から聴取しても受給した記憶が無いというほかに脱退手当

金を受給していないことをうかがわせる事情は見当たらない。 

これらの理由及びその他の事情など総合的に判断すると、申立人は、申立

期間に係る脱退手当金を受給していないものと認めることはできない。 


